
調査計画 

１ 調査の名称 

能力開発基本調査 

２ 調査の目的 

この調査は、我が国の企業、事業所及び労働者の能力開発の実態を正社員・正社員以外別に明らかにし、

職業能力開発行政に資することを目的とする。 

３ 調査対象の範囲 

（１）地域的範囲（■全国 □その他） 

（２）属性的範囲（■個人 □世帯 ■事業所 ■企業・法人・団体 □地方公共団体 □その他） 

日本標準産業分類に掲げる次の大分類に属し、常用労働者を30人以上雇用している民営企業、常用労働

者を30人以上雇用している民営事業所及び当該民営事業所に雇用されている常用労働者とする。 

ア 建設業

イ 製造業

ウ 電気・ガス・熱供給・水道業

エ 情報通信業

オ 運輸業，郵便業

カ 卸売業，小売業

キ 金融業，保険業

ク 不動産業，物品賃貸業

ケ 学術研究，専門・技術サービス業

コ 宿泊業，飲食サービス業

サ 生活関連サービス業，娯楽業(その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。)

シ 教育，学習支援業

ス 医療，福祉

セ 複合サービス事業

ソ サービス業(他に分類されないもの) (外国公務を除く。)

４ 報告を求める個人又は法人その他の団体 
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（１）報告者数 

ア 企業調査

約7,400企業（母集団の大きさ 約157,000企業）

イ 事業所調査

約7,100事業所（母集団の大きさ 約244,000事業所）

ウ 個人調査

約29,900人（母集団の大きさ 約21,750,000人）

（２）報告者の選定方法（□全数 ■無作為抽出(■全数階層あり) □有意抽出） 

ア 企業調査

調査実施時期に利用可能な最新の事業所母集団データベースの年次フレームにおける企業を母集団情

報とし、産業、企業規模を層とする層化無作為抽出により選定する。このうち常用労働者が30人以上49

人以下及び1,000人以上の複合サービス業は全数とする。 

イ 事業所調査

調査実施時期に利用可能な最新の事業所母集団データベースの年次フレームにおける事業所を母集団

情報とし、産業、事業所規模を層とする層化無作為抽出により選定する。このうち常用労働者が1,000人

以上の宿泊業、教育，学習支援業、医療，福祉及び複合サービス業は全数とする。 

ウ 個人調査

事業所を第１次抽出単位、その事業所に雇用されている労働者を第２次抽出単位とし、事業所は事業

所調査の調査対象事業所とし、労働者は雇用形態を層とする層化二段無作為抽出により選定する。

５ 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間 

（１）報告を求める事項

ア 企業調査（企業票）

（ア）企業の概要 

ａ 企業全体の常用労働者数 

（イ）ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援に支出した費用 

ａ ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援への支出状況 

ｂ ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援に支出した費用 

（ウ）能力開発の実績・見込み 

（エ）労働者に求める能力・スキル 

  ａ 最も重要と考える能力・スキルの内容 

（オ）事業内職業能力開発計画及び職業能力開発推進者 
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  ａ 事業内職業能力開発計画の作成状況 

  ｂ 事業内職業能力開発計画の作成方法 

  ｃ 職業能力開発推進者の選任状況 

  ｄ 職業能力開発推進者の選任方法 

（カ）教育訓練休暇制度及び教育訓練短時間勤務制度の導入状況 

ａ 教育訓練休暇制度の導入状況・導入予定 

  ｂ 教育訓練短時間勤務制度の導入状況・導入予定 

  ｃ 教育訓練休暇制度又は教育訓練短時間勤務制度を導入する予定がない場合のその理由 

イ 事業所調査（事業所票）

（ア）事業所の概要 

ａ 企業全体の常用労働者数 

ｂ 事業所の常用労働者数 

ｃ 事業所の離職者数 

（イ）教育訓練の実施に関する事項 

ａ ＯＦＦ－ＪＴの実施状況 

ｂ 実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類 

ｃ 実施したＯＦＦ－ＪＴの内容 

ｄ 計画的なＯＪＴの実施状況 

（ウ）人材育成 

ａ 人材育成に関する問題点 

ｂ 人材開発支援助成金（旧キャリア形成促進助成金）の利用状況 

ｃ 人材開発支援助成金（旧キャリア形成促進助成金）を利用しない場合のその理由 

（エ）労働者のキャリア形成支援 

a キャリアコンサルティングを行うしくみの導入状況 

b キャリアコンサルティングを行っている時期 

c キャリアコンサルティングを行っている目的 

d キャリアコンサルティングを行った効果 

e キャリアコンサルティングを行ううえでの問題点 

f キャリアコンサルタントの導入状況 

g キャリアコンサルティングを行っていない場合のその理由 

h ジョブ・カードの認知状況 

ｉ ジョブ・カードの活用状況 
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ｊ ジョブ・カードを活用しない場合のその理由 

ｋ 労働者の自己啓発に対する支援の内容 

（オ）労働者の職業能力評価 

a 職業能力評価の実施状況 

b 職業能力評価における検定・資格の利用状況 

c 検定・資格を受検する労働者に対する費用補助の状況 

d 職業能力評価の活用状況 

e 職業能力評価の取組における問題点 

（カ）技能の継承 

ａ 技能継承の取組状況 

ウ 個人調査（個人票）

（ア）労働者の属性 

ａ 性別 

ｂ 年齢 

ｃ 就業状態 

ｄ 最終学歴 

ｅ 雇用形態 

ｆ 勤続年数 

ｇ 業務 

ｈ 役職 

ｉ １週間の就業時間 

（イ）労働者が必要と考える能力・スキル 

 a 仕事をする上で求める能力・スキルの内容 

（ウ）会社を通して受講した教育訓練 

a ＯＦＦ－ＪＴの受講状況 

b 受講したＯＦＦ－ＪＴの延べ受講時間 

c 受講したＯＦＦ－ＪＴの業務における役立ち度 

（エ）自己啓発 

ａ 自己啓発の実施状況 

ｂ 自己啓発の実施内容 

ｃ 自己啓発の実施時間 

ｄ 自己啓発の自己負担費用 
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ｅ 自己啓発の費用補助の状況 

ｆ 自己啓発の費用補助額 

ｇ 自己啓発を行った理由 

ｈ 自己啓発の業務における役立ち度 

ｉ 社外で実施する自己啓発に対する職場の協力状況 

ｊ 自己啓発を行う上での問題点 

（オ）これからの職業生活設計 

ａ 職業生活設計に対する考え方 

ｂ キャリアコンサルティングの経験の有無 

ｃ キャリアコンサルティングの主な実施主体 

ｄ キャリアコンサルティングの役立ち度 

ｅ キャリアコンサルタントによる相談の利用意向 

ｆ キャリアコンサルタントによる相談の内容 

ｇ 教育訓練休暇・教育訓練短時間勤務制度の有無及び利用状況 

ｈ 教育訓練休暇・教育訓練短時間勤務制度の今後の利用要望 

〔集計しない事項の有無〕 無■ 有□ 

（２）基準となる期日又は期間 

毎年10月１日現在（一部の項目については、調査実施前年度の１年間の実績、調査実施前年度を含む過

去３年度の実績及び調査実施年度を含む今後３年度の見込）

ただし、令和２年調査については、令和２年12月１日現在とする。

６ 報告を求めるために用いる方法 

（１）調査系統 

ア 企業調査

厚生労働省－民間事業者－報告者

イ 事業所調査

厚生労働省－民間事業者－報告者

ウ 個人調査

調査票の配布：厚生労働省－民間事業者－調査対象事業所－報告者

調査票の回収：報告者－民間事業者－厚生労働省

報告者－調査対象事業所－民間事業者－厚生労働省 

※ 民間事業者が行う業務内容は以下のとおり。
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調査用品の印刷、調査用品の配布・回収、個票審査・疑義照会、データ入力、集計 

（２）調査方法 

■郵送調査 ■オンライン調査（□政府統計共同利用システム ■独自のシステム □電子メール）

□調査員調査 □その他（   ） 

〔調査方法の概要〕 

ア 企業調査（企業票）

厚生労働省から民間事業者を通じて報告者（調査対象企業）に対して、企業票を郵送により配布し、郵

送又はオンラインにより回収する方法で行う。

なお、オンライン回答に用いる報告者専用のＩＤ及びパスワードについては、企業票を

郵送する際にあわせて通知する。

イ 事業所調査（事業所票）

厚生労働省から民間事業者を通じて報告者（調査対象事業所）に対して、事業所票を郵送により配布し、

郵送又はオンラインにより回答する方法で行う。

なお、オンライン回答に用いる報告者専用のＩＤ及びパスワードについては、事業所票を郵送する際に

あわせて通知する。

ウ 個人調査（個人票）

調査票の配布：① 民間事業者が事業所票の回収時（オンラインでの回答があった場合も含む）に、常

用労働者数から報告者（調査対象労働者）数を算出し、調査対象事業所へ個人票を郵

送する。

② 調査対象事業所から報告者（調査対象労働者）に個人票を配布する。

調査票の回収：調査対象事業所の担当者等が、封緘した報告者（調査対象労働者）の調査票をまとめて

郵送、報告者（調査対象労働者）による郵送又はオンラインのいずれかにより個人票を

回収する。また、オンライン回答に用いる報告者専用のＩＤ及びパスワードについては、

個人票を調査対象事業所へ配布する際に通知し、調査対象事業所から報告者へ通知する。 

※ オンライン調査（全調査共通）

オンライン調査については、報告者が所定の回答用サイト上で調査票に回答する方法で行う。

回答用サイトの利用に際しては、報告者ごとに異なるID及びパスワードを設定したセキュリティ対

策を講ずることとする。

また、報告者が回答するサイトとの通信は、SSL暗号化通信を用い、暗号化した状態でのデータ送

信を行うことにより、報告者以外の者の利用を排除している。 

6



７ 報告を求める期間 

（１）調査の周期 

□１回限り □毎月 □四半期 ■１年 □２年 □３年 □５年 □不定期 □その他（   ） 

   （１年を超える場合又は不定期の場合の直近の実施年：      年） 

（２）調査の実施期間又は調査票の提出期限 

ア 企業調査 

10月1日～10月31日 

イ 事業所調査 

10月1日～10月31日 

ウ 個人調査 

10月15日～11月16日 

  ただし、令和２年調査については、以下のとおりとする。 

ア 企業調査 

令和２年12月1日～12月31日 

イ 事業所調査 

令和２年12月1日～12月31日 

ウ 個人調査 

令和２年12月15日～令和３年１月16日 

 

８ 集計事項  

  別添１を参照 

 

９ 調査結果の公表の方法及び期日 

（１）公表・非公表の別（■全部公表 □一部非公表 □全部非公表） 

（２）公表の方法（■e-Stat  ■インターネット（e-Stat以外） ■印刷物  □閲覧）。 

   概要及び詳細とも、インターネット（厚生労働省HP及びe-Stat）及び印刷物により公表する。 

（３）公表の期日 

調査実施翌年の４月までに行う。 

   ただし、令和２年調査については、令和３年６月までに行う。 

10 使用する統計基準等 

■使用する→■日本標準産業分類 ■日本標準職業分類 □その他（              ） 

□使用しない  
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調査対象の範囲を画定する際に、日本標準産業分類を使用するとともに、集計結果の産業別及び職業別の表

示においても、日本標準産業分類及び日本標準職業分類を使用する。 

11 調査票情報の保存期間及び保存責任者 

（１）調査票情報の保存期間 

・記入済み調査票：１年 

・調査票の内容を記録した電磁的記録媒体：常用 

（２）保存責任者 

厚生労働省人材開発統括官付人材開発政策担当参事官 
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（別添１） 

能力開発基本調査 集計事項 

１ 企業調査 

第 1表 産業・企業規模・正社員率階級、ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援への支出の有無

別企業割合 

第 2表 産業・企業規模・正社員率階級別ＯＦＦ－ＪＴ及び自己啓発支援に支出した費

用の総額、平均額、中央値及び四分位 

第 3表 産業・企業規模・正社員率階級、ＯＦＦ－ＪＴに支出した費用階級別企業割合 

第 4表 産業・企業規模・正社員率階級、自己啓発支援に支出した費用階級別企業割合 

第 5表 産業・企業規模・正社員率階級、能力開発の実績・見込み別企業割合 

第 6表 産業・企業規模・正社員率階級、労働者に求める能力・スキル別企業割合 

第 7表 産業・企業規模・正社員率階級、事業内職業能力開発計画の作成状況等別企業割

合 

第 8表 産業・企業規模・正社員率階級、職業能力開発推進者の選任状況等別企業割合 

第 9表 産業・企業規模・正社員率階級、教育訓練休暇制度の導入状況等別企業割合 

第 10表 産業・企業規模・正社員率階級、教育訓練短時間勤務制度の導入状況等別企業割

合 

２ 事業所調査 

第 1表 
産業・事業所規模・企業規模・正社員率階級・離職率階級、ＯＦＦ－ＪＴ及び計

画的なＯＪＴ実施の有無別事業所割合 

第 2表 
産業・事業所規模・企業規模・正社員率階級・離職率階級、ＯＦＦ－ＪＴ及び計

画的なＯＪＴの実施状況別事業所割合 

第 3表 
産業・事業所規模・企業規模、実施したＯＦＦ－ＪＴの教育訓練機関の種類別事

業所割合 

第 4表 産業・事業所規模・企業規模、実施したＯＦＦ－ＪＴの内容別事業所割合 
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第 5表 産業・事業所規模・企業規模、人材育成に関する問題点別事業所割合 

第 6表 
産業・事業所規模・企業規模、人材開発支援助成金（旧キャリア形成促進助成

金）の利用状況等別事業所割合 

第 7表 
産業・事業所規模・企業規模、キャリアコンサルティングを行うしくみの導入状

況等別事業所割合 

第 8表 産業・事業所規模・企業規模、ジョブ・カードの認知状況別事業所割合 

第 9表 産業・事業所規模・企業規模、ジョブ・カードの活用方法別事業所割合 

第 10表 産業・事業所規模・企業規模、ジョブ・カードを活用しない理由別事業所割合 

第 11表 
産業・事業所規模・企業規模・正社員率階級・離職者階級、自己啓発支援の内容

別事業所割合 

第 12表 産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価の実施状況別事業所割合 

第 13表 
産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価における検定・資格の利用状況別事

業所割合 

第 14表 
産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価において利用している検定・資格別

事業所割合 

第 15表 
産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価のための検定・資格を受検する労働

者に対する支援の状況別事業所割合 

第 16表 産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価の活用方法別事業所割合

第 17表 
産業・事業所規模・企業規模、職業能力評価に係る取組における問題点別事業所

割合

第 18表 
産業・事業所規模・企業規模、正社員率階級・離職者階級別、技能継承の取組状

況別事業所割合
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３ 個人調査 

第 1表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・就業状態・最終学歴・雇用形態・

勤続年数階級・業務・役職、労働者が求める能力・スキル別労働者割合 

第 2表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・就業状態・最終学歴・雇用形態・

勤続年数階級・業務・役職、ＯＦＦ－ＪＴの受講の状況別労働者割合 

第 3表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、ＯＦＦ－ＪＴを受講し

た労働者の延べ受講時間階級別労働者割合 

第 4表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、受講したＯＦＦ－ＪＴ

の業務における役立ち度別労働者割合 

第 5表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・就業状態・最終学歴・雇用形態・

勤続年数階級・業務・役職・１週間の就業時間階級、自己啓発の実施の有無及び

利用教育訓練機関別労働者割合 

第 6表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発の延べ受講時

間階級別労働者割合 

第 7表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発の延べ受講費

用階級別労働者割合 

第 8表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発にかかった費

用の補助の主体別労働者割合 

第 9表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態・自己啓発にかかった費

用の補助の主体、自己啓発にかかった費用のうち補助を受けた額階級別労働者割

合 

第 10表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発を行った理由

別労働者割合 

第 11表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発の業務におけ

る役立ち度別労働者割合 

第 12表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、自己啓発を行うにあた

って周囲の協力状況別労働者割合 

第 13表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態・就業状態・最終学歴・

勤続年数階級・業務・役職・１週間の就業時間階級、自己啓発を行う上での問題

点別労働者割合 

第 14表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、職業生活設計の考え方

別労働者割合 
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第 15表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、キャリアに関する相談

の利用状況等別労働者割合 

第 16表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、キャリアに関する相談

の内容別労働者割合 

第 17表 性・産業・事業所規模・企業規模・年齢階級・雇用形態、教育訓練休暇・教育訓

練短時間勤務制度の利用の有無及び要望別労働者割合 
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能力開発基本調査の標本設計 

１ 母集団について 

・ 調査の範囲

日本標準産業分類に基づく 15 大産業（建設業、製造業、電気・ガス・熱供給・水道

業、情報通信業、運輸業，郵便業、卸売業，小売業、金融業，保険業、不動産業，物品

賃貸業、学術研究，専門・技術サービス業、宿泊業，飲食サービス業、生活関連サービ

ス業，娯楽業（その他の生活関連サービス業のうち家事サービス業を除く。）、教育，

学習支援業、医療，福祉、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）

（外国公務を除く。）に属する常用労働者を 30 人以上雇用する民営企業、常用労働者

を30人以上雇用する民営事業所及び当該民営事業所に雇用される常用労働者である。 

・ 母集団数

企業調査は約 15 万７千企業、事業所調査は 24 万４千事業所、個人調査は約 2,175

万労働者である。 

・ サンプルフレーム

企業調査及び事業所調査については、事業所母集団データベース（平成 30 年次フレ

ーム）における事業所名簿である。 

２ 標本設計について

（１）企業調査

① 抽出方法

産業（19 区分）、企業規模（５区分）を層とする層化無作為抽出を行っている。

② 目標精度及び標本数

特定の属性を持つ企業の割合についてその割合の値にかかわらず、産業、企業規

模別に標準誤差が５％以内になるように次の算式により決定した約７千４百企業。 

N－ｎ Ｐ（１－Ｐ）

N－１ ｎ

Ｓ：目標精度（＝５％） Ｎ：母集団企業数 

ｎ：標本企業数  Ｐ：特定の属性を持つ企業割合 

Ｓ２ ≧ ・

13



（２）事業所調査

① 抽出方法

産業（19 区分）、事業所規模（５区分）を層とする層化無作為抽出を行ってい

る。 

② 目標精度及び標本数

特定の属性を持つ事業所の割合についてその割合の値にかかわらず、産業、事

業所規模別に標準誤差が５％以内になるように次の算式により決定した約７千百

事業所。 

N－ｎ Ｐ（１－Ｐ）

N－１ ｎ

Ｓ：目標精度（＝５％）  Ｎ：母集団事業所数 

ｎ：標本事業所数  Ｐ：特定の属性を持つ事業所割合 

（３）個人調査

① 抽出方法

事業所を第１次抽出単位、その事業所に雇用されている労働者を第２次抽出単

位とし、事業所は事業所調査の調査対象事業所とし、労働者は雇用形態（２区分）

を層とする層化二段無作為抽出を行っている。 

② 個人調査の目標精度及び標本数

特定の属性を持つ労働者の割合についてその割合にかかわらず、産業、事業所

規模、雇用形態（正社員、正社員以外）別に標準誤差が７％以内になるように次の

算式により決定した約２万９千９百人。 

  N－ｎ Ｐ（１－Ｐ）  

N－１ ｎ

Ｓ：目標精度（＝７％）   Ｎ：母集団労働者数 

ｎ：標本労働者数   Ｐ：特定の属性を持つ労働者割合

Ｓ２ ≧ ・

Ｓ２ ≧ ・ ・２
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母集団 標本 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数

合計 157,320 7,392 63,384 1,671 47,745 1,652 31,998 1,605 10,495 1,390 3,698 1,074

D 11,827 429 6,520 99 65 3,299 98 33 1,478 94 15 399 81 4 131 57 2

E 39,392 1,369 14,885 295 12,220 294 8,748 291 2,691 270 848 219

E-1(消費) 12,067 447 4,805 98 49 3,798 98 38 2,576 97 26 698 88 7 190 66 2

E-2(素材) 13,874 456 5,448 99 55 4,325 98 44 2,977 97 30 874 90 9 250 72 3

E-3(機械) 13,451 466 4,632 98 47 4,097 98 41 3,195 97 32 1,119 92 12 408 81 5

F 257 165 76 44 1 75 44 1 61 39 1 21 18 1 24 20 1

G 6,374 438 2,160 96 22 1,927 96 20 1,539 94 16 548 85 6 200 67 2

H 14,206 457 5,544 99 56 4,405 98 44 3,136 97 32 859 90 9 262 73 3

I 34,544 933 14,285 198 10,339 198 6,694 196 2,370 185 856 156

I-1(卸売) 15,398 456 6,100 99 61 4,900 99 49 3,217 98 32 968 91 10 213 69 3

I-2(小売) 19,146 477 8,185 99 82 5,439 99 54 3,477 98 35 1,402 94 14 643 87 7

J 1,125 344 291 75 3 275 74 3 247 72 3 151 61 2 161 62 2

K 3,532 393 1,351 94 14 1,084 92 11 759 89 8 257 73 3 81 45 1

L 4,211 401 1,681 95 17 1,315 93 14 819 90 9 310 76 4 86 47 1

M 11,558 815 4,671 191 3,389 187 2,345 181 794 148 359 108

M-1(宿泊) 2,767 361 1,162 93 12 844 90 9 565 86 6 152 61 2 44 31 1

M-2(飲食) 8,791 454 3,509 98 35 2,545 97 26 1,780 95 18 642 87 7 315 77 4

N 7,751 429 3,064 97 31 2,568 97 26 1,526 94 16 459 83 5 134 58 2

O 2,115 351 921 91 10 637 87 7 368 79 4 137 59 2 52 35 1

P 6,560 397 3,230 98 32 2,080 96 21 966 91 10 209 68 3 75 44 1

Q 2 2 1 1 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1

R 13,866 469 4,704 98 48 4,132 98 42 3,312 98 33 1,290 93 13 428 82 5

1000人以上
規模

　産業
合計 30～49人 50～99人 100～299人 300～999人
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母集団 標本 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数

合計 243,545 7,138 122,686 1,775 74,637 1,799 37,239 1,714 7,797 1,288 1,186 562

D 14,062 385 8,475 99 85 3,979 98 40 1,378 94 14 195 67 2 35 27 1

E 49,281 1,310 20,016 297 15,823 297 10,285 293 2,676 269 481 154

E-1(消費) 15,210 408 6,370 99 64 5,011 99 50 3,153 97 32 642 87 7 34 26 1

E-2(素材) 16,986 433 7,438 99 75 5,433 99 54 3,310 98 33 713 88 8 92 49 1

E-3(機械) 17,085 469 6,208 99 62 5,379 99 54 3,822 98 39 1,321 94 14 355 79 4

F 1,359 284 365 79 4 627 87 7 311 76 4 45 32 1 11 10 1

G 8,923 434 3,345 98 34 2,871 97 29 1,974 96 20 603 86 7 130 57 2

H 25,997 420 12,304 100 123 8,704 99 87 4,321 98 44 614 87 7 54 36 1

I 53,624 836 28,054 200 17,038 199 7,409 195 993 168 130 74

I-1(卸売) 19,669 432 10,389 100 103 5,976 99 60 2,666 97 27 536 85 6 102 51 2

I-2(小売) 33,955 404 17,665 100 176 11,062 100 110 4,743 98 48 457 83 5 28 23 1

J 9,585 395 5,790 99 58 2,668 97 27 828 90 9 240 71 3 59 38 1

K 3,864 353 1,985 96 20 1,067 92 11 642 87 7 150 61 2 20 17 1

L 6,004 400 2,661 97 27 1,846 95 19 1,135 92 12 294 75 3 68 41 1

M 25,718 685 17,723 196 6,386 192 1,373 175 217 104 19 18

M-1(宿泊) 4,137 341 2,041 96 21 1,306 93 14 650 87 7 133 58 2 7 7 1

M-2(飲食) 21,581 344 15,682 100 156 5,080 99 51 723 88 8 84 46 1 12 11 1

N 10,229 352 5,792 99 58 3,397 98 34 927 91 10 97 50 1 16 14 1

O 2,688 283 1,764 95 18 686 88 7 194 67 2 41 30 1 3 3 1

P 7,570 309 5,293 99 53 1,895 96 19 331 77 4 46 32 1 5 5 1

Q 893 241 27 22 1 182 65 2 518 84 6 158 62 2 8 8 1

R 23,748 451 9,092 99 91 7,468 99 75 5,613 99 56 1,428 94 15 147 60 2

1000人以上
規模

　産業
合計 30～49人 50～99人 100～299人 300～999人

16



母集団 標本 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数 母集団 標本 抽出率逆数

合計 7,947,527 13,023 1,932,697 2,739 2,046,024 2,872 2,227,258 3,034 1,251,574 2,364 489,974 2,014

D 102,382 509 32,213 102 3 28,390 102 6 25,360 102 16 10,381 102 34 6,038 101 46

E 1,230,049 1,732 186,298 306 261,671 333 396,734 421 282,165 366 103,181 306

E-1(消費) 609,072 712 86,504 102 13 128,297 129 19 216,158 217 30 161,198 162 134 16,915 102 126

E-2(素材) 258,029 510 53,616 102 6 65,386 102 11 81,888 102 23 44,216 102 53 12,923 102 66

E-3(機械) 362,948 510 46,178 102 7 67,988 102 12 98,688 102 24 76,751 102 53 73,343 102 160

F 8,783 474 1,027 93 2 2,449 98 3 3,254 99 8 1,433 96 10 620 88 6

G 131,141 510 15,959 102 4 23,825 102 7 39,025 102 18 34,313 102 47 18,019 102 76

H 611,316 693 104,118 105 8 160,646 161 11 206,493 207 22 117,652 118 141 22,407 102 146

I 1,972,449 2,276 526,201 555 646,489 668 613,101 635 156,522 214 30,136 204

I-1(卸売) 294,310 510 73,296 102 6 81,133 102 13 80,875 102 28 44,982 102 69 14,024 102 68

I-2(小売) 1,678,139 1,766 452,905 453 5 565,356 566 9 532,226 533 20 111,540 112 180 16,112 102 129

J 177,082 510 49,238 102 8 43,651 102 15 33,992 102 36 27,761 102 80 22,440 102 141

K 131,773 509 25,315 102 11 23,240 102 19 45,385 102 60 28,241 102 112 9,592 101 80

L 82,965 509 15,597 102 5 18,341 102 9 26,594 102 21 12,913 102 32 9,520 101 56

M 1,066,668 1,595 546,042 600 331,958 386 122,775 204 51,542 204 14,351 201

M-1(宿泊) 170,670 507 48,414 102 22 48,950 102 34 46,860 102 61 23,261 102 98 3,185 99 32

M-2(飲食) 895,998 1,088 497,628 498 6 283,008 284 19 75,915 102 90 28,281 102 151 11,166 102 100

N 413,949 584 133,720 134 17 143,706 144 28 80,319 102 76 20,216 102 102 35,988 102 308

O 90,658 507 41,061 102 21 23,267 102 29 13,358 102 45 8,803 101 63 4,169 100 41

P 202,704 505 104,767 105 18 65,094 102 32 22,532 102 51 9,019 101 62 1,292 95 13

Q 101,719 484 321 78 3 6,455 101 22 49,027 102 77 40,772 102 156 5,144 101 50

R 1,623,889 1,626 150,820 151 10 266,842 267 13 549,309 550 17 449,841 450 65 207,077 208 406

1000人以上
規模

　産業
合計 30～49人 50～99人 100～299人 300～999人
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結果の推計及び標準誤差 

（１）推計方法

① 企業調査

企業調査における「ある特性を持つ企業割合」の推計値については、以下のとお

り算出した。 

h=1,･･･,K:層
𝑈𝑈ℎ：第h層における母集団企業数

𝑈𝑈 = �𝑈𝑈ℎ

𝐾𝐾

ℎ=1

𝑢𝑢ℎ ：第h層における標本企業数 1

𝑄𝑄ℎ𝑖𝑖：第h層の第 i企業における特性の有無（特性があれば「１」、なければ

「０」） 

このとき、推計値𝑄𝑄�は、 

𝑄𝑄� =
1
𝑈𝑈
�

𝑈𝑈ℎ
𝑢𝑢ℎ

𝐾𝐾

ℎ=1

�𝑄𝑄ℎ𝑖𝑖

𝑢𝑢ℎ

𝑖𝑖=1

で与えられる。 

② 事業所調査

事業所調査における「ある特性を持つ事業所割合」の推計値については、以下の

とおり算出した。 

h=1,･･･,K:層

hM ：第h層における母集団事業所数

∑
=

=
K

h
hMM

1

hm ：第h層における標本事業所数 2

hiX ：第h層の第 i事業所における特性の有無（特性があれば「１」、なければ

「０」） 

このとき、推計値 X は、

∑∑
==

=
hm

i
hi

K

h h

h X
m
M

M
X

11

1

で与えられる。 

1 各層に係る標本企業の属性（産業、企業規模）は、母集団データベースにおける企業名簿に掲載さ

れた属性による。
2 各層に係る標本事業所の属性（産業、事業所規模）は、母集団データベースにおける事業所名簿に

掲載された属性による。



③ 個人調査

個人調査における「ある属性を有する常用労働者（正社員、正社員以外）の割

合」の推定値については、以下のとおり算出した。  

hL  ：第h層における母集団常用労働者数（正社員、正社員以外）

hl  ：第h層における標本事業所 3の総常用労働者数（正社員、正社員以外）

hiN  ：第h層第 i標本事業所の常用労働者数（正社員、正社員以外）

hin  ：第h層第 i標本事業所における標本労働者数（正社員、正社員以外）

hijX  ：第h層の第 i標本事業所におけるj番目の労働者（正社員、正社員以外）の

特性の有無（特性があれば「１」、なければ「０」）  

hijY  ：第h層の第 i標本事業所におけるj番目の労働者（正社員、正社員以外）

このとき、ある特性を有する常用労働者（正社員、正社員以外）の推計値 xT 及び

常用労働者数（正社員数、正社員以外数）の推計値 yT は、  

∑∑
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∑
∑
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ˆ

で与えられるので、「ある特性を有する常用労働者（正社員、正社員以外）割

合」の推計値 R̂ は、

で与えられる。

3 各層に係る標本事業所の属性（産業、事業所規模）は、母集団データベースにおける事業所名簿に

掲載された属性による。
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（２）標準誤差

この調査は、標本調査であるため、推計値の持つ誤差の一つとして標本抽出に起因

する標本誤差がある。標本誤差の大きさは、推計値の分散の平方根（標準誤差）で与

えられ、調査項目によって異なる。達成精度として、標準誤差を以下のように算出し

た。 

① 企業調査

（１）で掲げた「ある特性を有する企業割合」の推計値𝑄𝑄�の場合、その分散の推

計値は、

𝑉𝑉�(𝑄𝑄�) =
1
𝑈𝑈2�𝑈𝑈ℎ

𝐾𝐾

ℎ=1

(𝑈𝑈ℎ − 𝑢𝑢ℎ)�
𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑄𝑄ℎ)

𝑢𝑢ℎ
� 

で与えられる。ただし、 

𝑄𝑄ℎ���� =
1
𝑢𝑢ℎ
�𝑄𝑄ℎ𝑖𝑖

𝑢𝑢ℎ

𝑖𝑖=1

, 𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉𝑉(𝑄𝑄ℎ)

=
1

𝑢𝑢ℎ − 1
�(𝑄𝑄ℎ𝑖𝑖 − 𝑄𝑄ℎ����)2
𝑢𝑢ℎ

𝑖𝑖=1

である。 

② 事業所調査

（１）で掲げた「ある特性を有する事業所割合」の推計値 X の場合、その分散

の推計値は、

( ) ( ) ( )
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で与えられる。ただし、 
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である。 

③ 個人調査

（２）で掲げた「ある特性を有する常用労働者（正社員、正社員以外）割合」の
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